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1 　はじめに

わが国の管理会計分野ではここ10年ほど，にわ
かにマネジメント・コントロールをテーマとした
研究が増えてきている（横田ほか 2020）。しかし，
マネジメント・コントロールの概念はアメリカで
生まれた概念であり，これを受け入れる企業がも
つ前提が異なると，この運用方法も異なる可能性
がある（Goretzki and Strauss 2017）。
違いの 1つが，誰が企業のマネジメント・コン

トロールに関する業務を主に担当しているかとい
う点である。米国企業では，コントローラーとい
う管理会計業務と切っても切れないポジションが
ある（廣本 1984）。日本においても戦後，通商産
業省（現経済産業省）が，アメリカのコントロー

ラー制度の導入を日本企業に推奨した時期があっ
た。しかし，当時の日本企業においては経理業務
と財務業務のほかに，経営企画機能までを担当す
る余力が経理財務部門にはなかったという（加
登 2007）。コントローラーは経理帳簿をつけ，予
算管理を通して事業部のサポートをし，外部に財
務報告をすることに責任をもっており，管理会計
担当でもあり財務会計担当でもある。また，近年
は財務・管理会計の両方に責任をもつ CFOとい
う役割も注目されている。加登によれば，かつて
日本企業の実質的意思決定機関であった常務会の
事務局的機能を果たす部門として経営企画部門が
あり，そこに経営企画機能が付加されたとのこと
である。
以上から，マネジメント・コントロールの考え

方を日本企業においても受け入れるとき，米国企
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照し，経営管理業務に精通していると予想される
管理部門を特定し，それもかなわない場合には経
営企画部門責任者宛てに2019年11月に送付した。
回答期限後到着分も含めた最終的な有効回答数

は292社（14.59％）である。ここで非回答バイア
スを検討するためにいくつかの検定を行った。ま
ず，回答企業の業種分布に関する適合度検定を
行った結果，回答企業の業種分布が東証一部上場
企業の業種分布と適合していることを確認した
（p＞.10）。次に回答企業と送付企業の企業規模
（連結売上高，および従業員数）の差について t

検定を行った。その結果，連結売上高，および従
業員数ともに差は確認されなかった（p＞.10）。
なお，回答企業の業種別回答状況は図表 2 - 1

のとおりである。また，回答協力企業のうち，企
業名掲載の承諾があった企業は付録 1に示してい
る。送付した質問票は，付録 2に添付している。

3　調査回答企業の基本情報（問 1）

問 1では，組織形態，規模，財務業績の動向に
より回答企業の特徴について把握した。MCが事
業部制組織の分権化のマネジメントに端を発して
いること，比較的大規模な企業において活用され

業でのコントローラーとしての役割を上記の経営
企画部門が担ってきた可能性が高い。そこで，
我々は，マネジメント・コントロールを担当する
部門である可能性が高い経営企画部門が実際には
どのような仕事をしているか，その責任者はマネ
ジメント・コントロールをどのようにとらえてい
るかなどについて実態調査を行った。本稿では，
単純集計結果を報告し，今後行う実証研究の基礎
的なデータとする。

2　調査方法とサンプルの特徴

本調査は，日本企業におけるマネジメント・コ
ントロール（以下「MC」と略）の担い手である
経営企画部門の役割とマネジメント・コントロー
ル・システム（以下「MCS」と略）の実態を把
握するために行った。
2019年11月時点で東京証券取引所一部に上場し
ている企業の経営企画部門の責任者2,002社（人）
に対し郵送にて質問調査票を送付した。郵送先の
選定には，プロネクサス社の提供する企業情報
データベース eolを参照し，責任者をできる限り
特定した。経営企画部門の責任者が eolでは特定
できない場合には，各社のホームページなどを参

図表 2 - 1 　業種別回答状況

業種 回答企業数

サービス業 50 17.12％
商社 32 10.96％
電気機器 27  9.25％
化学工業 23  7.88％
機械 21  7.19％
建設 19  6.51％
食品 17  5.82％
小売業 16  5.48％
非鉄金属および金属製品 13  4.45％
その他製造業  8  2.74％
鉄鋼業  6  2.05％
自動車・自動車部品  6  2.05％
医薬品  5  1.71％
その他金融業  5  1.71％
不動産  5  1.71％
陸運  4  1.37％

※無回答企業 4社

業種 回答企業数

倉庫・運輸関連  4  1.37％
銀行  4  1.37％
鉄道・バス  3  1.03％
精密機器  3  1.03％
窯業  3  1.03％
通信  2  0.68％
水産  2  0.68％
保険  2  0.68％
電力  2  0.68％
証券  1  0.34％
石油  1  0.34％
パルプ・紙  1  0.34％
その他輸送機器  1  0.34％
鉱業  1  0.34％
繊維  1  0.34％
合計 288※ 100％
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動なしを示す「 4」より大きくなっている。なお
標準偏差をみると，売上よりも純利益がより大き
くなっていると認識されていることがわかる（図
表 3 - 3 ）。

4 　経営環境の状況（問 2）

MCは，戦略を実現するための仕組みであるた
め，経営環境の変化は戦略に影響を与え，戦略に
も影響を与えると推察される。そこで回答企業を
取り巻く様々な経営環境について，Chenhall

（2003），Ekholm and Wallin（2011），Hoque（2004）
などを参考に尋ねた。
結果は，図表 4 - 1 から図表 4 - 3 にある。まず，

最近 5年間の経営環境とその変化をどの程度正確
に予測できたかを，いくつからの項目について 7
点尺度で聞いている。 1は全く予測できなかった，

るとされていることから，今回の回答企業の特徴
を把握したものである（Anthony and Govindarajan 

2007）。
図表 3 - 1 で回答企業の組織形態をみると，事
業（本）部制組織が47.60％の割合を占めている。
次に職能別組織，持株会社制と続いている。地域
別事業（本）部制が2.05％であることを踏まえれ
ば，事業（本）部制は業種別事業（本）部制であ
る可能性が高くなっている。
また回答企業の組織規模について，売上高と正

規雇用従業員数の最大値，最小値，平均値および
標準偏差（SD）は，図表 3 - 2 のとおりである。
加えて，直近 5年間の財務業績の動向について，
7点尺度法で尋ねた。 1は「大きく下降」， 4は
「変動なし」， 7は「大きく上昇」を示した。図表
3 - 3 で結果をみると，売上高，営業利益，純利
益，その他のいずれの項目についても平均値は変

図表 3 - 1 　事業単位の組織形態（問 1（A））

回答企業数

事業（本）部制 139 47.60％
職能別組織  69 23.63％
持株会社制  38 13.01％
マトリックス組織  22  7.53％
カンパニー制   9  3.08％
地域別事業（本）部制   6  2.05％
その他   4  1.37％
無回答   5  1.71％

合計 292 100％

図表 3 - 2 　組織規模（売上高，正規雇用従業員数）

最小値 最大値 平均値 標準偏差

売上高（百万円） 21,697 6,960,000 408,888.528 92,059.701
正規雇用従業員数（人）     81   144,628   8,468.570 17,401.741

図表 3 - 3 　直近 5年間の財務業績の動向

最小値 最大値 平均値 標準偏差

売上高 1.000 7.000 4.872 1.138
営業利益 1.000 7.000 4.638 1.459
純利益 1.000 7.000 4.600 1.508
その他 1.000 7.000 4.624 1.227
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4 - 3 のとおりである。平均値はいずれも 5を超
えており，また「全く変化していない（＝ 1）」
と回答した企業がないことから，回答企業の環境
の変化の激しさ，特に，経営環境の変化の激しさ
への認識が表れている。

5　経営戦略と中期経営計画（問 3）

先に述べたように，MCは戦略を実現するため
の仕組みである。そこで，経営戦略と中期経営計
画について，各企業がこれらを策定しているか否
か，策定しているとすればどの部門が責任をもっ
ているかを把握した。
まず，図表 5 - 1 では，経営戦略，中期経営計

画，ビジョンのほか，マネジメント・コントロー
ル・プロセスの各サブシステムである，予算，モ
ニタリング，業績管理システム，人事考課システ
ム，報酬システムそれぞれについての策定の有無

7は極めて正確に予測できたと設定した。図表
4 - 1 をみると，すべての項目で平均値は 4を超
えており，また標準偏差も 1前後であることから，
全体的に環境の変化を予測できたとの回答が多く，
また，取引先・サプライヤーの行動，顧客の好
み・需要，他社の製品・サービス，および技術に
ついては「全く予測できなかった（＝ 1）」と答
えた企業はなかったことから，ある程度の予測が
各項目で可能であったととらえることができる。
また， 4つの項目それぞれの競争の激しさを，
7点尺度（ 1＝全く激しくない； 7＝極めて激し
い）で問うたところ資源獲得競争は 4点に近い値
であったが，人材獲得競争，価格競争，品質競争
のいずれの項目も平均値は高く，回答企業の競争
は激しいという認識がうかがえる（図表 4 - 2 ）。
一方，社内外の環境は 5年間にどの程度変化し
たかを， 7点尺度（ 1＝全く変化していない； 7
＝大幅に変化している）で聞いた結果は図表

図表 4 - 2 　競争の激しさ

最小値 最大値 平均値 標準偏差

人材獲得競争 2.000 7.000 5.784 0.951
価格競争 2.000 7.000 5.267 1.120
品質競争 1.000 7.000 4.925 1.033
資源獲得競争 1.000 7.000 4.091 1.453

図表 4 - 1 　環境変化の予測の正確性

最小値 最大値 平均値 標準偏差

取引先・サプライヤーの行動 2.000 7.000 4.687 0.911
顧客の好み・需要 2.000 7.000 4.670 1.080
競合企業の動向 1.000 7.000 4.660 1.002
他社の製品・サービス 2.000 7.000 4.591 0.962
技術 2.000 7.000 4.561 0.999
政府の規制・政策 1.000 7.000 4.410 1.033
経済状況 1.000 7.000 4.265 1.121

図表 4 - 3 　社内外の環境変化

最小値 最大値 平均値 標準偏差

経営環境 2.000 7.000 5.483 0.983
経済環境 2.000 7.000 5.199 0.928
技術環境 2.000 7.000 5.052 1.070
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理論平均値 4に近く，全社戦略より部門別の戦略
のほうが重要であるという項目は 4よりは低いも
ののほぼ 4に近くなっているところは興味深い
（図表 5 - 2 ）。
中期経営計画についてもその実態を 7点尺度で

聞いたところ，全社の方向と各部門との方向を一
致させるために重要という項目で平均値がもっと
も高く，次が，社内の統一的な方向として全社員
に浸透しているとの項目であった。一方，社外か
らの要望に応えるために策定・提示しているとい
う回答についても，中期経営計画の場合，平均値
が理論平均値 4以上となっている。また年度計画
のほうが重要との回答の平均値も理論平均値より
大きく，中期経営計画の難しさを推察させるもの
となった（図表 5 - 3 ）。

6 　経営企画部門の実態（問 4）

次にMCの担当部門と推察した経営企画部門
の実態を把握するため，様々な角度から質問を
行った。

と責任部門を示している。これは Anthony and 

Govindarajan（2007）のMCのフレームワークに
則っている。
これによれば，いずれの項目も回答企業のほと
んどが策定していることがわかる。またその責任
部門ということで言えば，報酬システム，人事考
課システムについては人事部門，ビジョン，経営
戦略，中期経営計画といった長期の視野にかかわ
るものは経営企画部門が責任部門となっているの
に対して，予算と業績管理システムは経営企画部
門と経理部門のどちらかで担当している企業が多
く，またモニタリングは経営企画部門が担当して
いる企業が多い。
経営企画部門が多く担当している経営戦略につ
いて 4つの項目について 7点尺度で聞いたところ
（ 1＝全く当てはまらない； 7＝非常に当てはま
る），社内の統一的な方向として全社員に浸透し
ているとの項目が最も高い平均値を示し，社内的
にはビジョンの共有のほうが重要であるという項
目も高い平均値を示した。一方，社外からの要望
に応えるために策定しているという項目は 7点の

図表 5 - 1 　戦略やビジョン，各種経営管理システムの策定・構築の有無とその責任部門

策定・構築しているか 責任部門※

Yes No 経営企画部門 人事部門 経理部門 その他

ビジョン 278 13 236   3   1 35
経営戦略 279 11 244   0   1 31
中期経営計画 273 17 256   0   2 12
予算 288  3 154   0 104 20
モニタリング 275 14 191   7  47 18
業績管理システム 277 12 122  14 105 25
人事考課システム 279  8   7 274   0  2
報酬システム 260 26  13 241   2  5

※複数回答含む

図表 5 - 2 　経営戦略について

最小値 最大値 平均値 標準偏差

社内浸透 1.000 7.000 5.180 1.278
ビジョンの共有のほうが重要 1.000 7.000 4.651 1.190
社外からの要望 1.000 7.000 4.280 1.726
部門別戦略のほうが重要 1.000 7.000 3.917 1.397
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に関する情報収集，戦略立案のための情報収集，
経営理念の組織浸透，グループ企業戦略の検討，
短期計画の策定，事業ドメインの決定，事業ポー
トフォリオの検討，全社業績の評価，全社予算の
編成・管理，経営資源の配分，組織構造・制度の
変更，責任権限範囲の決定などの平均値は 4を超
えており，全社にかかわるような長期的視野が必
要な業務に経営計画部門が主としてかかわってい
る企業が多いことがわかる。
一方，他部門が主管の業務で経営企画部門はそ

の支援をしているという尺度値である 4よりも小
さな平均値になっている業務は，経営企画部門が
主ではない業務になっていると推察できる。中で
も給与・賞与の決定，人事考課システムの検討，
社員教育・研修，品質マネジメント，サプライ
チェーン・マネジメント，取締役・執行役員の選
定補助業務，環境マネジメント，各部門の財務情
報収集・財務諸表の作成などは平均値が低い。
次に，経営企画部門が他のどのような部門と連

携をとって業務を遂行しているのかが図表 6 - 3
に示されている。図表では平均値が大きな値を示
している項目から順に並んでいる。すなわち，経
営企画部門が主たる役割を果たしていると推測さ
れる業務では，職能・事業部門と連携している企
業が多いことがわかる。ただし，経営理念の組織
浸透については，職能・事業部門とともに人事部
門との連携が強い企業数も多いことがわかる。

まず，経営企画部門がどれくらいの規模の組織
であるかを従業員数（正規雇用者数），部門内の
組織単位数，年間異動数の 3つの項目で把握した。
結果から従業員数の平均は16名であり，標準偏差
からすれば，多くとも50人程度であることがわか
る。部門内の組織単位数の，2.5が平均であるこ
とからもそれほど大きな組織ではないと推察でき
る。また，年間異動数としては年 2人程度である
から，小さな組織の割には比較的異動はあるとも
いえよう（図表 6 - 1 ）。
次に，経営企画部門が行っているであろう業務

について，それぞれの業務に実際にどの程度関与
しているかを，全く関与してない場合は 0とし，
少しでも関与している場合にはその程度を 7点尺
度（ 1＝他部門が主管（ 9割以上）の業務であり
その支援をしている； 4＝他部門と50:50の関係
で協働； 7＝経営企画部門が主管（ 9割以上）の
業務である）とし，合計 8点尺度を設定した。業
務は，経営戦略マネジメント，グループ経営・グ
ローバル経営，計画策定，予算・業績管理，オペ
レーションマネジメント，人事管理など，加登
（2007）や加登ほか（2007）などを主に参考とし
て，計34項目を設定した。
図表 6 - 2 では，平均値の高かった業務から順
に並べている。
結果をみると，中期経営計画の策定，トップ・
マネジメント特命事項の実行サポート，経営全般

図表 5 - 3 　中期経営計画について

最小値 最大値 平均値 標準偏差

全体的な整合 1.000 7.000 5.586 1.243
社内浸透 1.000 7.000 5.034 1.445
マネジャーの動機づけ 1.000 7.000 4.681 1.326
年度計画のほうが重要 1.000 7.000 4.514 1.246
社外からの要望 1.000 7.000 4.388 1.788

図表 6 - 1 　経営企画部門の基本情報

最小値 最大値 平均値 標準偏差

従業員数（正規雇用者数） 0.000 492.000 16.010 34.781
部門内の組織単位数 0.000  46.000  2.500  3.222
平均年間異動数（人／年） 0.000  25.000  2.161  3.195
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にした。
業績管理システムを本調査では，「財務あるい

は非財務指標・尺度（KPIなどを含む）を設定し，
それらを用いて各部門の活動プロセスやその結果
を測定，モニター，分析，評価するための仕組
み」と定義したうえで具体的な質問を続けている。
まず，業績管理システムにおける財務・非財務

指標の数を把握した。結果は図表 8 - 1 である。
個数で言えば，その平均値は財務指標は7.153，
非財務指標は8.913と非財務指標が若干多いもの
の，両者ともに多指標となっていることがわかる

2 ）
。

次に，具体的な評価指標について，どの程度重
視されているかを， 0＝設定していない， 1＝ほ
とんど重要視していない， 7＝非常に重要視して
いるとして，その程度を把握した。測定項目は，
Ittner et al.（2003）や横田ほか（2013）などを参
照し，16の具体的な指標を設定した。結果は図表
8 - 2 である。天井効果が出てしまっているもの
の，最も平均値が高いのは営業利益であった。続
いて，売上高，法令順守，経常利益，コスト低減，
製品・サービスのクオリティと続く。多くの項目
で平均値が 4を超えているなかで，残余利益は
2.083，ROIは3.059，ROAは3.293となっており，
近年注目されているこれらの指標が必ずしも企業
内組織の業績管理システムでは重要視されていな
いことがわかる。
業績管理システムの特徴を把握するために，各

項目について 7点尺度（ 1＝全く当てはまらな
い； 7＝非常に当てはまる）で把握した

3 ）
。そのう

ち，バランストスコアカード（Balanced Scorecard，
BSC）のような，多様な視点をもった業績管理シ
ステム（包括的業績管理システム）の特徴を把握
するための指標は Hall（2008, 2011）を参考に，
問 6（D）の（ 7）から（15）の 9項目となって
いる。図表 8 - 3 はこれらの項目を平均値の高い
順に並べ替えたものである。これによると，回答

一方，短期計画の策定，全社業績の評価，全社
予算の編成・管理，全社業績を管理するためのシ
ステムの検討などの項目は，経理部門との連携が
高くなっている。
それでは実際に，経営企画部門が他部門とどの
ような情報交換を行っているのか。これを示した
のが図表 6 - 4 である。この質問では全く行って
ないを 0とし，少しでも情報交換行っている場合，
それぞれを， 1＝年一回， 2＝半期に一回， 3＝
四半期に一回， 4＝月に一回， 5＝半月に一回，
6＝週一回， 7＝ほぼ毎日と選択肢を設定した。
その結果，頻度が高い平均値を示した項目は，全
体的に会議などの公式的な情報交換よりも非公式
的な情報交換を行うほうが多い傾向となった。ま
た，経営層や経理部門，職能・事業部門との情報
交換が多いことは，先の調査結果にも合致すると
ころである。

7　予算管理（問 5）

予算管理の特徴を Sponem and Lambert（2016）
や妹尾（2017）などを参考として，20項目を 7点
尺度（ 1＝全く当てはまらない； 7＝非常に当て
はまる）で把握した

1 ）
。

平均値が高い項目から順に図表 7 - 1 に示して
いる。平均値が 4より大きな質問項目をみると，
予算は経営戦略や中期経営計画をもとに策定され
ている一方で，各部課長が予算編成に参画し，各
部門の実情を反映した予算が編成，それをもとに
したアクション・プランの策定がなされている可
能性が推察される。一方で，環境の変化に応じて，
予算目標を修正したり，他の目標を設定するとい
う質問項目の平均値は理論平均値 4よりも低いこ
とは，予算目標が「必達」となっている傾向があ
るのではないかとも推察される。

8　業績管理（問 6）

業績管理について，いくつかの視点から明らか

 1）問 5の20の質問項目の内，（ 1）～（ 4）はパッ
ケージとしてのMCSの項目として図表 9 - 1 に
掲載している。

 2）本調査では個数のほか，両者の比率も聞いた
が，これについては質問文の曖昧さにより，正
確な数値を得ることができなかったため本稿で
は結果を示すことができていない。
 3）問 6（D）の質問項目にはこの後に述べるパッ
ケージとしてのMCSの項目も含めていた。こ
れについては図表 9 - 1 にて示している。
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していること，各部門業績に対して様々な側面か
ら情報を提供されていることがわかる。対して，
社内のすべての活動に対して，様々な財務指標や

企業では，経営層および各部門長が日常的に包括
的業績評価システムに対し強い関心を寄せている
こと，各部門の活動と全社の目標目的とがリンク

図表 6 - 2 　経営企画部門の主管業務に関する記述統計量

最小値 最大値 平均値 標準偏差

中期経営計画の策定 0.000（7） 7.000 5.788 1.539
1.000 7.000 5.932 1.253

トップ・マネジメント特命事項の実行 
サポート

0.000（5） 7.000 5.545 1.570
1.000 7.000 5.642 1.399

経営全般に関する情報収集 0.000（4） 7.000 5.354 1.472
1.000 7.000 5.429 1.338

戦略立案のための情報収集 0.000（2） 7.000 5.299 1.393
1.000 7.000 5.336 1.326

経営理念の組織浸透 0.000（15） 7.000 4.951 1.962
1.000 7.000 5.223 1.624

グループ企業戦略の検討 0.000（13） 7.000 4.905 1.984
1.000 7.000 5.140 1.708

短期計画の策定 0.000（5） 7.000 4.769 1.963
1.000 7.000 4.853 1.874

事業ドメインの決定 0.000（11） 7.000 4.710 1.902
1.000 7.000 4.896 1.688

事業ポートフォリオの検討 0.000（15） 7.000 4.628 1.964
1.000 7.000 4.883 1.681

全社業績の評価 0.000（24） 7.000 4.502 2.225
1.000 7.000 4.913 1.838

全社予算の編成・管理 0.000（20） 7.000 4.371 2.298
1.000 7.000 4.694 2.038

経営資源の配分 0.000（12） 7.000 4.322 1.892
1.000 7.000 4.509 1.700

組織構造・制度の変更 0.000（13） 7.000 4.269 2.109
1.000 7.000 4.469 1.938

責任権限範囲の決定 0.000（26） 7.000 4.150 2.310
1.000 7.000 4.565 1.992

全社業績を管理するためのシステムの 
検討

0.000（24） 7.000 4.148 2.224
1.000 7.000 4.521 1.924

グループ企業のマネジメント 0.000（21） 7.000 4.141 2.204
1.000 7.000 4.471 1.939

新規事業の探索検討 0.000（10） 7.000 4.076 1.983
1.000 7.000 4.221 1.860
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次に，業績管理システムをどのように活用して
いるのかについて Henri（2006）や Simons（1995, 
2000）を参考に17項目を提示して， 7点尺度（ 1

非財務指標が設定されているという項目は平均値
が低いことからおそらく，社内のすべての活動と
は言い切れないことが推察される。

最小値 最大値 平均値 標準偏差

各部門業績を管理するためのシステム 
の検討

0.000（28） 7.000 3.745 2.194
1.000 7.000 4.145 1.914

海外事業戦略の検討 0.000（20） 7.000 3.591 2.065
1.000 7.000 3.869 1.876

各部門業績の評価 0.000（41） 7.000 3.570 2.196
1.000 7.000 4.167 1.770

各部門予算の編成・管理 0.000（37） 7.000 3.232 2.204
1.000 7.000 3.706 1.952

海外事業マネジメント 0.000（40） 7.000 3.072 2.181
1.000 7.000 3.591 1.921

社内の士気・意識管理 0.000（66） 7.000 2.549 1.995
1.000 7.000 3.314 1.624

海外事業担当者の選定 0.000（82） 7.000 2.418 2.322
1.000 7.000 3.446 2.033

コスト低減活動の推進 0.000（77） 7.000 2.151 1.976
1.000 7.000 2.947 1.731

全社の財務情報収集・財務諸表の作成 0.000（84） 7.000 2.063 2.075
1.000 7.000 2.916 1.895

各部門の財務情報収集・財務諸表の作成 0.000（96） 7.000 1.913 2.006
1.000 7.000 2.870 1.813

環境マネジメント 0.000（106） 7.000 1.817 2.044
1.000 7.000 2.899 1.878

取締役・執行役員の選定補助業務 0.000（136） 7.000 1.775 2.284
1.000 7.000 3.396 2.114

サプライチェーン・マネジメント 0.000（116） 7.000 1.343 1.637
1.000 7.000 2.275 1.555

品質マネジメント 0.000（134） 7.000 1.227 1.652
1.000 7.000 2.309 1.624

社員教育・研修 0.000（126） 7.000 1.158 1.543
1.000 7.000 2.082 1.535

人事考課システムの検討 0.000（135） 7.000 1.116 1.565
1.000 7.000 2.128 1.587

給与・賞与の決定 0.000（167） 7.000 1.045 1.690
1.000 7.000 2.513 1.784

※「 0」と回答した企業を含む場合と含まない場合それぞれの最小値，最大値，平均値，標準偏差を記載
※最小値0.000の横の括弧内数字は，「 0」と回答した企業数を表す
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図表 6 - 3 　経営企画部門の業務別連携先（数字は回答企業数）※

人事部門 経理部門 職能・事業部門 その他

中期経営計画の策定  32  77 159 41

トップ・マネジメント特命事項の実行 
サポート  42  72 137 30

経営全般に関する情報収集  26  77 141 43

戦略立案のための情報収集  23  56 192 23

経営理念の組織浸透  67  10  72 57

グループ企業戦略の検討   8  25 143 38

短期計画の策定  25 115 163 27

事業ドメインの決定   5  22 171 32

事業ポートフォリオの検討   4  39 153 29

全社業績の評価  28 121  55 29

全社予算の編成・管理  10 162  80 21

経営資源の配分  51  76 124 34

組織構造・制度の変更 146   9  77 34

責任権限範囲の決定  80  10  63 71

全社業績を管理するためのシステムの検討   7 134  62 64

グループ企業のマネジメント  19  50 133 42

新規事業の探索検討   5   9 174 57

各部門業績を管理するためのシステムの検討   8 115  94 53

海外事業戦略の検討   2  13 178 42

各部門業績の評価  47  74 112 20

各部門予算の編成・管理  13  92 174 20

海外事業マネジメント  10  23 174 42

社内の士気・意識管理 170   2  49 43

海外事業担当者の選定 102   6 114 35

コスト低減活動の推進   8  46 176 48

全社の財務情報収集・財務諸表の作成   4 242  16  4

各部門の財務情報収集・財務諸表の作成   3 215  46  7

環境マネジメント   9   1 134 88

取締役・執行役員の選定補助業務 120   1  13 70

サプライチェーン・マネジメント   3   4 163 52

品質マネジメント   2   1 166 63

社員教育・研修 224   1  11  5

人事考課システムの検討 227   0   2  3

給与・賞与の決定 201   6   8 13

※複数回答含む
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（Management Control Systems as a Package）」論
を展開した。Malmi and Brown（2008）によれば，
会計コントロール・システムは独立して機能する
のではなく，組織における他のコントロール・シ
ステムと相互に関連して機能するため，そうした
相互関連性を考慮することが重要となる。そこで
本研究においても，パッケージとしてのMCSを
考慮した変数を測定した。具体的には，予算およ
び業績管理システムが相互に整合し，かつ戦略や
計画とも整合するかを，その程度について質問票
の中にちりばめ測定した。質問項目は，中期経営
計画，経営戦略，アクション・プラン，予算と業
績管理システムとの整合性を問うた 5項目である。
結果としては，すべての項目で理論平均値 4を

超えた平均値であったことから，各サブシステム
は整合性をもって構築されているといえよう。

10　 「マネジメント・コントロール」に対する
認識（問7）

最後に，MCの概念が生まれて50年余り，日本

＝全く利用していない， 7＝常に利用している）
で測定した。結果は図表 8 - 4 に平均値の高い順
に示している。すべての項目で理論平均値 4を超
えた平均値であったが，その中でも 5以上の平均
値の項目，つまり利用頻度の高い項目は，進捗度
合いの確認，経営層と各部門との議論，経営層の
意向を各部門へと伝達，全社的な方向性の決定，
目標を大きく逸脱する事項への対処，各部門に全
社戦略を意識させるなどであった。

9　 パッケージとしてMCS 
（問 5および問 6の一部）

経営企画部門が担い手となっているMCの状
況について，予算や業績管理のしくみが他のシス
テムと整合しているかについて把握するため関連
項目をまとめて図表 9 - 1 に示した。

MCS研究においてMalmi and Brown（2008）は，
組織の中には複数のコントロール・システムが存
在し，それらが互いに影響しあいながら機能して
い る と い う，「 パ ッ ケ ー ジ と し て の MCS

図表 6 - 4 　経営企画部門と他部門との情報交換

最小値 最大値 平均値 標準偏差

経営層非公式 0.000（3） 7.000 5.858 1.319
2.000 7.000 5.920 1.180

経理部非公式 0.000（4） 7.000 5.010 1.550
1.000 7.000 5.081 1.440

職能・事業部門非公式 0.000（5） 7.000 4.993 1.513
2.000 7.000 5.081 1.373

経営層公式 0.000（7） 7.000 4.920 1.378
1.000 7.000 5.043 1.153

人事部非公式 0.000（15） 7.000 4.142 1.794
1.000 7.000 4.369 1.550

職能・事業部門公式 0.000（14） 7.000 4.052 1.429
1.000 7.000 4.258 1.125

経理部公式 0.000（24） 7.000 3.794 1.683
1.000 7.000 4.141 1.283

人事部公式 0.000（40） 7.000 3.104 1.757
1.000 7.000 3.602 1.334

※「 0」と回答した企業を含む場合と含まない場合それぞれの最小値，最大値，平均値，標準偏差を記載
※最小値0.000横の括弧内数字は，「 0」と回答した企業数を表す
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図表 7 - 1 　予算編成，予算管理の特徴

最小値 最大値 平均値 標準偏差

各部課長は予算編成に十分に参画 1.000 7.000 5.364 1.366

月次の予算目標と実績との差異を極めて 
重視 1.000 7.000 4.866 1.443

各部門予算が編成され，それらを積み上げ
て全社予算が編成 1.000 7.000 4.801 1.712

予算目標の達成には，相当な努力やスキル 
を必要 1.000 7.000 4.726 1.227

行動についての報告を各部課長に求めて 
いる 1.000 7.000 4.715 1.426

予算目標の妥当性やその修正の必要性を 
期中で検討 1.000 7.000 4.610 1.612

部長クラスの報酬は予算目標の達成と 
リンク 1.000 7.000 4.460 1.600

予算以外の業績予測を厳格に実施 1.000 7.000 4.316 1.592

予算目標は容易には達成できない挑戦的 
な水準 1.000 7.000 4.243 1.339

課長クラスの報酬は予算目標の達成と 
リンク 1.000 7.000 4.172 1.586

各部課長は，最終予算の決定に大きな影響
を持つ 1.000 7.000 4.038 1.557

予算目標は通常達成される 1.000 7.000 3.808 1.254

社内外の環境変化に応じて，予算目標を 
定期的に修正 1.000 7.000 3.798 2.009

全社予算がまず編成され，それを基に 
各部門予算が編成 1.000 7.000 3.601 1.940

社内外の環境変化に応じて，事前の予算 
目標とは別に新たな目標を期中に追加 1.000 7.000 3.462 1.714

社内外の環境変化に応じて，予算目標を 
不定期に修正 1.000 7.000 3.394 1.799

図表 8 - 1 　業績評価指標の個数

最小値 最大値 平均値 標準偏差

財務指標 0.000 100.000 7.153 10.903
非財務指標 0.000 500.000 8.936 34.747
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図表 8 - 2 　個々の指標の重視度

最小値 最大値 平均値 標準偏差

営業利益 0.000（3） 7.000 6.462 1.033
1.000 7.000 6.529 0.799

売上高 0.000（3） 7.000 5.836 1.485
1.000 7.000 5.896 1.368

法令順守 0.000（18） 7.000 5.716 1.844
1.000 7.000 6.091 1.153

経常利益 0.000（12） 7.000 5.490 1.825
1.000 7.000 5.725 1.456

コスト低減 0.000（13） 7.000 5.205 1.649
1.000 7.000 5.448 1.234

製品・サービスのクオリティ 0.000（23） 7.000 5.113 1.970
1.000 7.000 5.552 1.330

顧客満足 0.000（29） 7.000 4.828 2.054
1.000 7.000 5.363 1.346

環境関連指標 0.000（23） 7.000 4.568 1.962
1.000 7.000 4.959 1.494

新製品・サービス開発 0.000（30） 7.000 4.536 2.014
1.000 7.000 5.057 1.370

業務プロセスの改善 0.000（28） 7.000 4.459 1.871
1.000 7.000 4.932 1.238

従業員満足 0.000（36） 7.000 4.264 2.111
1.000 7.000 4.863 1.469

製造提供のリードタイム，またはサービス 0.000（37） 7.000 4.158 2.100
　提供効率 1.000 7.000 4.761 1.472

市場シェア 0.000（33） 7.000 4.100 2.137
1.000 7.000 4.624 1.649

ROA 0.000（63） 7.000 3.293 2.326
1.000 7.000 4.207 1.749

ROI 0.000（72） 7.000 3.059 2.341
1.000 7.000 4.074 1.775

残余利益 0.000（105） 7.000 2.083 1.979
1.000 7.000 3.279 1.495

※「 0」と回答した企業を含む場合と含まない場合それぞれの最小値，最大値，平均値，標準偏差を記載
※最小値0.000横の括弧内数字は，「 0」と回答した企業数を表す
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図表 8 - 3 　包括的業績管理システムとしての特徴

最小値 最大値 平均値 標準偏差

各部門の活動と全社の目標目的とがリンク 1.000 7.000 5.072 1.294

各部門業績と全社戦略とが相互に一致しリンク 1.000 7.000 4.805 1.390

各部門業績に対して様々な側面から情報を提供 1.000 7.000 4.345 1.356

各部門の活動に関する一連の財務指標や 
非財務指標 1.000 7.000 4.315 1.554

各部門の活動にとって重要な多数の情報を提供 1.000 7.000 4.275 1.357

各部門の活動が全社や他部門の活動に 
どのような影響を与えているかわかる 1.000 7.000 4.034 1.359

手順や手続きがすべて明確に文書化 1.000 7.000 3.814 1.615

様々な分野について幅広い情報を提供 1.000 7.000 3.725 1.436

社内のすべての活動に対して様々な財務 
指標や非財務指標が設定 1.000 7.000 3.418 1.371

図表 8 - 4 　業績管理システムの利用方法

最小値 最大値 平均値 標準偏差

進捗度合いの確認 1.000 7.000 5.595 1.249

経営層と各部門との議論 1.000 7.000 5.341 1.338

経営層の意向を各部門へと伝達 1.000 7.000 5.254 1.361

全社的な方向性の決定 1.000 7.000 5.173 1.381

目標を大きく逸脱する事項への対処 1.000 7.000 5.124 1.471

各部門に全社戦略を意識させる 1.000 7.000 5.114 1.425

各部門に対して活動の方向性や正当性を 
確認させる 1.000 7.000 4.983 1.312

各部門における決定や活動が適切で 
あったかを評価 1.000 7.000 4.887 1.348

全社共通の問題に対して各部門の注意を 
向けさせる 1.000 7.000 4.784 1.457

社内における議論の円滑化 1.000 7.000 4.715 1.389

各部門における決定や活動の支援 1.000 7.000 4.677 1.275

継続的な挑戦や議論 1.000 7.000 4.491 1.345

部長クラスの報酬の決定 1.000 7.000 4.309 1.602

各部門間の連携協働の促進 1.000 7.000 4.234 1.402

不確実な事象に対する各部門の対応の迅速化 1.000 7.000 4.079 1.464

各部門から経営層など社内でのボトム 
アップの提案 1.000 7.000 4.069 1.413

課長クラスの報酬の決定 1.000 7.000 4.062 1.570
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要な 2 つのサブシステムを示した例示であり，
「戦略を実行するためのサブシステムを活用した
プロセス」は Anthony and Govindarajan（2007）
の考え方のうちのプロセスの部分を重視した記述
である。一方「経営管理システム」は日本語では
かなり大きな概念として示されている。「全社目
標と部分（部門）目標を一致させるための仕組
み」「組織目的の達成へと各部門責任者を方向付
けるプロセス」はMCの目的を述べたものである。
「PDCAサイクル」は谷（2013）で示されている
定義である。これらはどのような定義としてMC

が実務家に認知されているのかを確認するための
項目ということになる。
結果としては，「目標設定と業績評価」という

具体的システムの総称としてとらえている企業が
25％ほど，部門と全体を一致させるという意味の
項目である「組織目的の達成へと各部門責任者を
方向付けるプロセス」および「全社目標と部分
（部門）目標を一致させる仕組み」を選んだ回答

での訳本が出版されてからも50年ほどが経とうと
しているこの概念について，経営企画部門の責任
者はどの程度認識しているのかという点を確認し
た。確認事項は，MCという言葉自体への認識と，
その意味についてである。これらはもっとも当て
はまる項目を 1つ選択するという方法で調査した。
まず，MCという言葉に対する認識は，図表
10- 1 のとおりである。
84％弱の回答企業で，「聞いたことはあるが，

日常的には使わない」と回答しており，また10％
弱の企業が「聞いたことがない」と回答している。
この結果から，MCという概念が日本企業におい
てはそれほどなじみがないことがわかる。
ではそのような状況のもと，MCという言葉の

意味をどうとらえているのかを，その他も含めて
8項目から 1つ選択してもらった。図表10- 2 で
掲げられているように，どの項目も定義としては
ありうるものである。たとえば，「目標設定と業
績管理」「予算管理と業績評価」はMCの中の主

図表 9 - 1 　パッケージとしてのMCS＊

最小値 最大値 平均値 標準偏差

各部門のアクション・プランは予算を基に
策定され，予算と整合的である 1.000 7.000 5.295 1.165

（予算は）中期経営計画を基に編成され，
中期経営計画と整合的である 1.000 7.000 5.261 1.465

（予算は）経営戦略を基に編成され，経営
戦略と整合的である 1.000 7.000 5.186 1.399

（業績管理システムは）中期経営計画を
基に設計され，中期経営計画と整合的
である

1.000 7.000 5.096 1.526

（業績管理システムは）経営戦略を基に
設計され，経営戦略と整合的である 1.000 7.000 5.048 1.386

各部門のアクション・プランは業績管理
システムを基に策定され，業績管理シ
ステムと整合的である

1.000 7.000 5.003 1.312

（業績管理システムは）予算を基に設計
され，予算と整合的である 1.000 7.000 5.630 1.244

（予算管理システムは）業績管理システ
ムを基に編成され，業績管理システム
と整合的である

1.000 7.000 4.324 1.754

＊本表の質問項目は，問 5，問 6の項目からの抜粋のため，質問番号を示し，主語を加筆している。
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今後は今回得た貴重な調査データを，MCの研
究調査へと実証的に考察を進めていくことになろ
う。
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・株式会社フォーバル
・栄研化学株式会社
・高島株式会社
・宇部興産株式会社
・株式会社リブセンス
・SBSホールディングス株式会社
・東洋ビジネスエンジニアリング株
式会社
・東亜ディーケーケー株式会社
・ジェコス株式会社
・アルヒ株式会社
・株式会社タナベ経営
・プリマハム株式会社
・株式会社 C＆Fロジホールディン
グス
・エンシュウ株式会社
・株式会社日本触媒
・株式会社東京個別指導学院
・アキレス株式会社
・株式会社山善
・株式会社進和
・内外トランスライン株式会社
・参天製薬株式会社
・株式会社ヨシックス
・株式会社宝印刷
・MS＆AD インシュアランスグ
ループホールディングス株式会社
・日特建設株式会社
・ソフトバンク株式会社
・東京産業株式会社
・株式会社フジクラ
・KYB株式会社
・群栄化学工業株式会社
・ミネベアミツミ株式会社
・株式会社イチネンホールディング
ス
・三菱マテリアル株式会社
・ミサワホーム株式会社
・クオールホールディングス株式会
社
・東京電力ホールディングス株式会
社
・グリー株式会社
・高砂熱学工業株式会社
・永大産業株式会社

・ブラザー工業株式会社
・ヤマハ発動機株式会社
・アイカ工業株式会社
・株式会社プロネクサス
・ユアサ商事株式会社
・東宝株式会社
・東海運株式会社
・福島工業株式会社
・三菱製鋼株式会社
・大日本塗料株式会社
・三重交通グループホールディング
ス株式会社

・野村ホールディングス株式会社
・清水建設株式会社
・株式会社高島屋
・フィード・ワン株式会社
・株式会社神戸製鋼所
・株式会社近鉄エクスプレス
・ナブテスコ株式会社
・ライオン株式会社
・東リ株式会社
・株式会社ヨコオ
・小田急電鉄株式会社
・パーソルホールディングス株式会
社

・株式会社 J-オイルミルズ
・TIS株式会社
・株式会社アイティフォー
・株式会社ユーグレナ
・三機工業株式会社
・イビデン株式会社
・EIZO株式会社
・東洋エンジニアリング株式会社
・小松ウオール工業株式会社
・ホーチキ株式会社
・藤田観光株式会社
・株式会社タチエス
・平田機工株式会社
・出光興産株式会社
・武蔵精密工業株式会社
・東日本旅客鉄道株式会社
・西松建設株式会社
・株式会社ヤクルト本社
・株式会社シーアールイー
・三菱化工機株式会社

・株式会社 UACJ

・サッポロホールディングス株式会
社
・岩崎電気株式会社
・シナネンホールディングス株式会
社
・株式会社大林組
・株式会社メンバーズ
・GCA株式会社
・株式会社栗本鉄工所
・萩原電気ホールディングス株式会
社
・株式会社大阪チタニウムテクノロ
ジーズ
・株式会社サーラコーポレーション
・日本ユニシス株式会社
・シンフォニアテクノロジー株式会社
・K＆Oエナジーグループ株式会社
・株式会社Minoriソリューション
ズ
・株式会社 JALUX

・昭光通商株式会社
・マルハニチロ株式会社
・株式会社トーカイ
・住友精化株式会社
・株式会社三菱ケミカルホールディ
ングス
・ウシオ電機株式会社
・株式会社ノーリツ
・テイ・エス　テック株式会社
・セントラルスポーツ株式会社
・青山商事株式会社
・株式会社丸和運輸機関
・住友電設株式会社
・ライト工業株式会社
・八洲電機株式会社
・株式会社 NTTデータ
・株式会社木曽路
・花王株式会社
・神鋼商事株式会社
・DMG森精機株式会社
・古河電気工業株式会社

付録 1：協力会社一覧（順不同）
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付録 2

1 
 

付録２ 

日本企業における経営企画部門に関する実態調査 
 

〈ご回答に際しての注意事項〉 

● 本質問票には「経営企画部門の責任者の方，あるいはそれに準ずる方」にご回答をお願い致します。

● 設問には，貴社，あるいはご自身の現在の実情に即してお答えください。

● 本紙は全部で８ページございます。空欄・記入漏れがないよう，全ての質問にご回答ください。

● 本紙では複数回答を求める設問はございません。すべての設問に対して最も適当なものを一つ選び，ご

回答ください。

● 本質問票に関する回答内容は，統計的に処理いたします。回答を個別に公表することはありませんし，外

部に漏洩することは一切ございません。

● ご記入いただいたアンケート票は２０１９年１２月４日（水）までに，同封の返信用封筒(切手不要)にてご

返送ください。

● ご希望の方には，本調査結果をまとめた報告書（pdfファイル）を E-mailにてお送りいたします。

 ご希望の有無を下記にてご記入ください。

【アンケート返送・問い合わせ先】

      慶應義塾大学商学部 横田絵理研究室（〒108-8345 東京都港区三田 2-15-45）
      調査代表 慶應義塾大学 商学部教授 横田絵理
      調査担当 慶應義塾大学大学院 商学研究科後期博士課程 鬼塚雄大

  

貴社名

ご所属

お役職

ご芳名

報告書送付希望 １．希望する ２．希望しない

ご連絡先
Tel

E-mail

※ご記入いただく代わりに，名刺を同封していただいても構いません。その際は，報告書送付希望欄のみご記入ください。 
  
１．貴社の基本情報についてご回答ください。 

(Ａ)貴社の基本となる組織形態について，下記から最も適当なものを一つ選び，番号に〇印をつけてください。 

１. 事業（本）部制（製品・サービス別，業種別など）２. 地域別事業（本）部制 

３. 職能別組織（製造事業部，販売事業部 など） ４. カンパニー制 

５. 
マトリックス組織 

（例    と    のマトリックス）
６. 持株会社制 

７. その他（                                         ） 
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(Ｂ)貴社の直近一年間の組織規模について，具体的な数字をご記入ください。 

(１) 売上高（連結営業収益） 千円  

（２） 従業員数（正規雇用者数） 人  

(Ｃ)最近５年間の貴社の財務業績の動向について，下記の項目それぞれ最も適当な数字(１～７)１つに〇印をお
付けください。 

(１＝大きく下降；４＝変動なし；７＝大きく上昇) 

(１) 売上高 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) 営業利益 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(３) 純利益 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(４) その他の重視している指標（           ） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
 
２．貴社の近年の経営環境に関する以下の設問にお答えください。  

(Ａ)最近５年間，下記の項目に関する経営環境とその変化をどの程度正確に予測できましたか。それぞれ最も
適当な数字(１～７)１つに〇印をお付けください。 

（１＝全く予測できなかった；７＝極めて正確に予測できた） 

(１) 他社の製品・サービス １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) 競合企業の動向 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(３) 顧客の好み・需要 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(４) 取引先・サプライヤーの行動 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（５） 技術（情報技術，生産技術など） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（６） 経済状況 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（７） 政府の規制・政策 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(Ｂ)最近５年間，下記の項目に関する競争はどの程度激しかったですか。それぞれ最も適当な数字(１～７)１つ
に〇印をお付けください。 

（１＝全く激しくない；７＝極めて激しい） 

(１) 資源（例：原材料，エネルギー）獲得競争 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) 人材獲得競争 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(３) 価格競争 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(４) 品質競争 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(Ｃ)最近５年間，貴社内外の環境はどの程度変化しましたか。それぞれ最も適当な数字(１～７)１つに〇印をお付けください。 
（１＝全く変化していない；７＝大幅に変化している） 

(１) 経済環境 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) 経営環境 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(３) 技術環境 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
 
３．貴社の経営戦略や経営管理システムに関する以下の設問にご回答ください。 

(Ａ)貴社では，下記のそれぞれについて構築・策定していますか。 
  また，構築・策定している場合は主として責任をお持ちの部門をそれぞれ一つずつお選びください。 

(１＝構築・策定している；２＝構築・策定していない) 

（１）ビジョン １ ・ ２ 経営企画部門・人事部門・経理部門・その他（     ）

（２）経営戦略 １ ・ ２ 経営企画部門・人事部門・経理部門・その他（     ）
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（３）中期経営計画 １ ・ ２ 経営企画部門・人事部門・経理部門・その他（     ）

（４）予算 １ ・ ２ 経営企画部門・人事部門・経理部門・その他（     ）

（５）
目標に対する定期的な
モニタリングの仕組み

１ ・ ２ 経営企画部門・人事部門・経理部門・その他（     ）

（６）業績管理システム １ ・ ２ 経営企画部門・人事部門・経理部門・その他（     ）

（７）人事考課システム １ ・ ２ 経営企画部門・人事部門・経理部門・その他（     ）

（８）報酬システム １ ・ ２ 経営企画部門・人事部門・経理部門・その他（     ）

(Ｂ)経営戦略に関する以下の記述はどの程度当てはまりますか。 
  それぞれ最も適当な数字(１～７)１つに〇印をお付けください。 

（１＝全く当てはまらない；７＝非常に当てはまる） 

(１) 社外からの要望に応えるために策定・提示している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) 社内の統一的な方向として全社員に浸透している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(３) 社内的には全社戦略より部門別の戦略の方が重要である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(４) 社内的にはビジョンの共有の方が重要である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(Ｃ)中期経営計画に関する以下の記述はどの程度当てはまりますか。 
  それぞれ最も適当な数字(１～７)１つに〇印をお付けください。 

（１＝全く当てはまらない；７＝非常に当てはまる） 

(１) 社外からの要望に応えるために策定・提示している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) 社内の統一的な方向で全社員に浸透している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(３) 社内的には年度計画の方が重要である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(４) 全社の方向と各部門との方向を一致させるために重要である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（５） マネジャー（管理職）の動機づけとなっている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
 

４．ご所属の経営企画部門について以下の設問にご回答ください。 

(Ａ)ご所属の経営企画部門の基本情報について，下記項目それぞれに具体的な数字をご記入ください。 

(１) 経営企画部門所属の従業員数（正規雇用者） 人  

（２） 経営企画部門内の組織単位数（〇〇課，〇〇担当 など） 組織  

（３） 他部門への（からの）経営企画部門メンバーの異動 約              人／年 

(Ｂ)経営企画部門と他の部門との下記業務遂行上の関係性について最も適当な数字(０～７)，および主に連携してい
る部門に〇印をお付けください。他のどの部門とも連携がない場合は，部門には〇印を付けないでください。 

（※「職能・事業部門」は，職能別組織における営業部門や製造部門，事業部制組織における各事業部などの部門を意味しています。） 

（０＝全く関与していない；１＝他部門が主管(9割以上)の業務でありその支援をしている； 
４＝他部門と 50:50 の関係で協働；７＝経営企画部門が主管(9割以上)の業務である） 

(a)経営戦略マネジメント 

（１）トップ・マネジメント特命事項の実行サポート
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（２）戦略立案のための情報収集
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（３）経営全般に関する情報収集
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（４）事業ドメインの決定
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

次ページに続きます。 
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（０＝全く関与していない；１＝他部門が主管(9割以上)の業務でありその支援をしている； 
４＝他部門と 50:50 の関係で協働；７＝経営企画部門が主管(9割以上)の業務である） 

（５） 事業ポートフォリオの検討
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（６） 経営資源の配分
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（７） 新規事業の探索検討
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（８） 組織構造・制度の変更
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（９） 責任権限範囲の決定
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（10） 経営理念の組織浸透
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(b)グループ経営・グローバル経営 

（11） グループ企業戦略の検討
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（12） グループ企業のマネジメント
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（13） 海外事業戦略の検討
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（14） 海外事業マネジメント
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（15） 海外事業担当者の選定
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(c)計画策定 

(16) 中期経営計画の策定
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(17) 短期（年度）計画の策定
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(d)予算・業績管理 

(18) 全社予算の編成・管理
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（19） 各部門予算の編成・管理
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（20） 全社業績を管理するためのシステムの検討
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（21） 各部門業績を管理するためのシステムの検討
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(22) 全社業績の評価
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他
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(23) 各部門業績の評価
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(24) 全社の財務情報収集・財務諸表の作成
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(25) 各部門の財務情報収集・財務諸表の作成
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(e)オペレーション・マネジメント 

（26） 品質マネジメント
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（27） 環境マネジメント
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（28） コスト低減活動の推進
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（29） サプライチェーン・マネジメント
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(f)人事管理 

（30） 人事考課システムの検討
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（31） 社員教育・研修
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(32) 取締役・執行役員の選定補助業務
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（33） 給与・賞与の決定
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

（34） 社内の士気・意識管理
０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

人事部門・経理部門・職能・事業部門・その他

(Ｃ)経営企画部門と他部門との情報交換はどの程度行われていますか。以下の記述について，それぞれ最も適当
な数字(０～７)１つに〇印をお付けください。 

（※「職能・事業部門」は，職能別組織における営業部門や製造部門，事業部制組織における各事業部などの部門を意味しています。） 

（０＝全くない；１＝年一回；２＝半期に一回；３＝四半期に一回；４＝月に一回；５＝半月に一回；６＝週一回；７＝ほぼ毎日） 

(１) 経営層との会議など公式的な情報交換 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（２） 経営層との非公式的な情報交換 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（３） 人事部との会議などの公式的な情報交換 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（４） 人事部との非公式的な情報交換 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（５） 経理部との会議などの公式的な情報交換 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（６） 経理部との非公式的な情報交換 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（７） 職能・事業部門との会議などの公式的な情報交換 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（８） 職能・事業部門との非公式的な情報交換 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
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５．貴社の予算に関する以下の設問にご回答ください。 

(Ａ)貴社の予算編成，予算管理の特徴について，以下の記述はそれぞれどの程度当てはまりますか。それぞれ最
も適当な数字(１～７)１つに〇印をお付けください。 

（１＝全く当てはまらない；７＝非常に当てはまる） 

(１) 経営戦略を基に編成され，経営戦略と整合的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) 
中期経営計画を基に編成され，中期経営計画と整合的で
ある

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(３) 
業績管理システムを基に編成され，業績管理システムと整
合的である

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（４） 
各部門のアクション・プランは予算を基に策定され，予算
と整合的である

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（５） 全社予算がまず編成され，それを基に各部門予算が編成される １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(６) 
各部門予算が編成され，それらを積み上げて全社予算が編
成される

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（７） 各部課長は，予算編成に十分に参画している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（８） 各部課長は， 最終予算の決定に大きな影響力を持つ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（９） 予算目標は，容易には達成できない挑戦的な水準である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（10） 予算目標の達成には，相当な努力やスキルを必要とする １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（11） 予算目標は通常，達成される １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（12） 
社内外の環境変化に応じて，予算目標を定期的に修正し
ている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（13） 
社内外の環境変化に応じて，予算目標を不定期に修正し
ている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（14） 
社内外の環境変化に応じて，事前の予算目標とは別に新
たな目標を期中に追加する 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（15） 
予算目標の妥当性やその修正の必要性を期中で検討し
ている

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（16） 予算以外の業績予測を厳格に実施している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（17） 月次の予算目標と実績との差異を極めて重視している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（18） 
月次の予算目標と実績との差異を是正するためにとっ
た行動についての報告を各部課長に求めている

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（19） 部長クラスの報酬は予算目標の達成とリンクしている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（20） 課長クラスの報酬は予算目標の達成とリンクしている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
 
６．貴社の業績管理に関する以下の設問にご回答ください。 

 
本質問票では業績管理システムを「財務あるいは非財務指標・尺度（KPIなどを含む）を設定し，それらを用
いて各部門の活動プロセスやその結果を測定，モニター，分析，評価するための仕組み」としております。 

(Ａ)貴社の業績管理システムにおける財務，非財務指標の数について，具体的な数字（個数）をお答えください。 

(１) 財務指標 個  

（２） 非財務指標 個  

(Ｂ)貴社の業績管理システムにおける財務，非財務指標の比率はどの程度ですか。それぞれ最も近い数字（％）
に〇印をお付けください。（※ 財務，非財務指標を足し合わせて合計で 100％になるようにご回答ください。） 

（％） 

財務指標 ０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ 100 

非財務指標 ０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ 100 
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(Ｃ)貴社の業績管理システムにおいて，下記の指標はそれぞれどの程度重要視されていますか。それぞれ最も適
当な数字(１～７)１つに〇印をお付けください。 

（０＝設定していない；１＝ほとんど重要視していない；７＝非常に重要視している） 

(１) ＲＯＩ（ＲＯＩＣを含む，投下資本利益率） ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) ＲＯＡ（総資産利益率） ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（３） 残余利益（ＥＶＡ（Economic Value Added）などを含む）０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（４） 売上高 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（５） 営業利益 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（６） 経常利益 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（７） 市場シェア ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（８） コスト（原価）低減 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（９） 顧客満足 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（10） 従業員満足 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（11） 製品・サービスのクオリティ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（12） 製造提供のリードタイム，またはサービス提供効率 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（13） 新製品・サービス開発 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(14) 業務プロセスの改善 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(15) 法令順守（コンプライアンス） ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（16） 環境関連指標（サステナビリティなど） ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(Ｄ)貴社の業績管理システムの特徴について以下の記述はどの程度当てはまりますか。それぞれ最も適当な数字
(１～７)１つに〇印をお付けください。 

（１＝全く当てはまらない；７＝非常に当てはまる） 

(１) 経営戦略を基に設計され，経営戦略と整合的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

(２) 中期経営計画を基に設計され，中期経営計画と整合的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（３） 予算を基に設計され，予算と整合的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（４） 
各部門のアクション・プランは業績管理システムを基に策
定され，業績管理システムと整合的である

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（５） 予算とは区別される １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（６） 人事考課システムとは区別される １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（７） 貴社の様々な分野について，幅広い情報を提供している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（８） 
業績管理に関する手順や手続きがすべて明確に文書化
されている

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（９） 
各部門の活動に関する一連の財務指標や非財務指標が
設けられている

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（10） 各部門業績と全社戦略とが相互に一致しリンクしている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（11） 各部門業績に対して様々な側面から情報を提供している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（12） 各部門の活動と全社の目標，目的とがリンクしている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（13） 各部門の活動にとって重要な多数の情報を提供している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（14） 
各部門の活動が全社や他部門の活動にどのような影響
を与えているかわかる

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（15） 
社内のすべての活動に対して，様々な財務指標や非財務
指標が設定されている

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（16） 各部門長は日常的に強い関心を示している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（17） 経営層は日常的に強い関心を示している １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
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(Ｅ)貴社では以下の場合，業績管理システム（あるいはそれに基づく情報）を中心的なシステム（あるいは情報）
として利用していますか。それぞれ最も適当な数字(１～７)１つに〇印をお付けください。 

（１＝全く利用していない；７＝常に利用している） 

（１） 各部門の活動目標に対する進捗度合いの確認 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（２） 目標を大きく逸脱する事項への対処 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（３） 経営層の意向を各部門へと伝達 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（４） 経営層と各部門との議論 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（５） 社内における議論の円滑化 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（６） 各部門から経営層など社内でのボトムアップの提案 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（７） 
データや事前の想定，アクション・プランに基づいた継
続的な挑戦や議論 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（８） 各部門における決定や活動の支援 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（９） 各部門に対して活動の方向性や正当性を確認させる １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（10） 各部門における決定や活動が適切であったかを評価 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（11） 全社的な方向性（戦略の見直しや策定など）の決定 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（12） 各部門に全社戦略を意識させる １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（13） 全社共通の問題に対して各部門の注意を向けさせる １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（14） 不確実な事象に対する各部門の対応の迅速化 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（15） 各部門間の連携，協働の促進 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（16） 部長クラスの報酬の決定 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（17） 課長クラスの報酬の決定 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
 

７．マネジメント・コントロール（Management Control）に関する以下の設問にご回答ください。  

(Ａ)「マネジメント・コントロール」という言葉について，最も適当な番号に１つに〇印をお付けください。  

１．聞いたことがない ２．聞いたことはあるが，日常的には使わない  

３．社内で頻繁に使用される用語である ４．その他（                 ） 

(Ｂ)「マネジメント・コントロール」の意味するところとして，ご自身のお考えに最も近い番号１つに〇印をお付
けください。 

１．目標設定と業績管理 ２．戦略を実行するためのサブシステムを活用したプロセス 

３．経営管理システム ４．全社目標と部分（部門）目標を一致させるための仕組み 

５．予算管理と業績評価 ６．組織目的の達成へと各部門責任者を方向付けるプロセス 

７．PDCAサイクル ８．その他（                     ） 
 

８．最後に… 

(Ａ)本調査結果の公表に際し，調査協力会社として貴社名を掲載してもよろしいでしょうか。 
もちろん，回答を個別に公表することはありません。 

□ はい □ いいえ 

(Ｂ)後日，本調査内容に関する１時間程度のインタビュー調査にご協力いただけますでしょうか。 

□ はい □ いいえ 

(Ｃ)本調査に対してご意見がございましたら，ご自由にお書きください。 

最後まで調査にご協力いただきまして，誠にありがとうございました。 

ご記入漏れ，お間違いがないかご確認のうえ，同封の返信用封筒にてご返送ください。 
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